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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次  
第43期

第２四半期
連結累計期間

第44期
第２四半期
連結累計期間

第43期

会計期間  
自　平成26年４月１日

至　平成26年９月30日

自　平成27年４月１日

至　平成27年９月30日

自　平成26年４月１日

至　平成27年３月31日

売上高 （千円）  2,891,875 3,053,236 5,991,566

経常利益 （千円）  325,669 393,252 803,627

親会社株主に帰属する四半期
（当期）純利益

（千円）  185,896 235,661 455,791

四半期包括利益又は包括利益 （千円）  148,182 199,834 529,953

純資産額 （千円）  4,024,573 4,598,083 4,433,944

総資産額 （千円）  7,075,447 7,471,940 7,455,019

１株当たり四半期（当期）
純利益金額

（円）  33.17 41.32 80.79

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益金額

（円）  32.04 40.45 78.39

自己資本比率 （％）  56.9 61.5 59.5

営業活動による
キャッシュ・フロー

（千円）  348,216 140,899 792,927

投資活動による
キャッシュ・フロー

（千円）  △248,271 29,523 △399,136

財務活動による
キャッシュ・フロー

（千円）  198,390 △64,899 165,986

現金及び現金同等物の
四半期末（期末）残高

（千円）  5,031,427 5,398,393 5,292,870
 

 

回次
第43期

第２四半期
連結会計期間

第44期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成26年７月１日
至 平成26年９月30日

自 平成27年７月１日
至 平成27年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 11.02 20.24
 

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結累

計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としておりま

す。

 

２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。

 また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投

資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリス

ク」についての重要な変更はありません。

 なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

(1)　業績の状況

当第２四半期連結累計期間における当社グループの業績は、売上高3,053百万円（前年同四半期比5.6％増）、経常利

益393百万円（前年同四半期比20.8％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益235百万円（前年同四半期比26.8％増）

となりました。

当第２四半期連結会計期間末における従業員数は、幼児体育指導関連事業で486人、コンサルティング関連事業で５

人、全社共通で22人、グループ全体で513人（前年同四半期比2.6％増）となりました。前第２四半期連結会計期間末に

おける従業員数は、幼児体育指導関連事業で468人、コンサルティング関連事業で５人、全社共通で27人、グループ全

体で500人でした。

当第２四半期連結累計期間の１株当たり四半期純利益は41円32銭、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益は40円45

銭となりました。前第２四半期連結累計期間の１株当たり四半期純利益は33円17銭、前連結会計年度における１株当た

り当期純利益は80円79銭です。

当第２四半期連結累計期間における年率換算した自己資本利益率は10.4％となっています。前連結会計年度における

自己資本利益率は10.8％でした。

 

セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

①幼児体育指導関連事業

正課体育指導の実施会場数は前連結会計年度末の976園から24園増加し、当第２四半期連結会計期間末は1,000園とな

りました。

また当第２四半期連結会計期間末における課外体育指導の実施会場数及び会員数は、1,015カ所59,103名となりまし

た。前連結会計年度末における課外体育指導の実施会場数及び会員数は、980カ所56,995名です。課外体育指導の会員

数は、前連結会計年度末の会員数に対して3.7％増となっています。

これらの結果、幼児体育指導関連業務に係る売上高は、2,862百万円（前年同四半期比6.0％増）、セグメント利益は

339百万円（前年同四半期比21.2％増）となりました。

 

②コンサルティング関連事業

コンサルティング契約件数は、前連結会計年度末の272件から、当第２四半期連結会計期間末は267件となりました。

これらの結果、コンサルティング関連業務に係る売上高は、190百万円（前年同四半期比0.0％増）、セグメント利益

は37百万円（前年同四半期比6.6％減）となりました。
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(2)　財政状態の分析

（資産）

当第２四半期連結会計期間末における総資産残高は7,471百万円となっており、前連結会計年度末に対して16百万円

の増加となりました。

流動資産残高については、現預金及び有価証券残高の合計が、前連結会計年度末に対して105百万円の増加となりま

した。また売掛金が、前連結会計年度末に対して26百万円の減少となり、その他流動資産（主として未収入金）が、前

連結会計年度末に対して46百万円の増加となりました。その結果流動資産残高は、前連結会計年度末に対して121百万

円の増加となりました。

固定資産は前連結会計年度末に対して、有形固定資産が18百万円減少し、無形固定資産が12百万円減少、投資その他

の資産が73百万円減少しています。

有形固定資産が18百万円減少している要因は、組立式プール等に対する設備投資により15百万円増加する一方で、旧

事業所等の売却により16百万円、減価償却により17百万円減少しているためです。

無形固定資産が12百万円減少している要因は、ネットワーク・システム等に対する設備投資により３百万円増加する

一方で、減価償却により16百万円減少しているためです。

投資その他の資産が前連結会計年度末に対して73百万円減少している要因は、投資有価証券の時価評価額の減少55百

万円、保険契約の一部解約による保険積立金の減少33百万円、繰延税金資産の増加17百万円によるものです。

その結果固定資産残高は、前連結会計年度末に対して104百万円の減少となりました。

（負債）

 当第２四半期連結会計期間末における負債残高は2,873百万円となっており、前連結会計年度末に対して147百万円の

 減少となりました。

負債残高の変動の要因は、前連結会計年度末に対して、前受金が97百万円増加する一方で、未払法人税等が58百万

円、未払債務（買掛金、未払金、未払費用の合計）が72百万円、社債が30百万円、その他流動負債（主として未払消費

税等）が97百万円、それぞれ減少したためです。

（純資産）

当第２四半期連結会計期間末における純資産残高は4,598百万円となり、前連結会計年度末に対して164百万円の増加

となりました。増加の要因は主として、利益剰余金の増加195百万円、その他有価証券評価差額金が、投資有価証券の

時価の下落により37百万円減少したためです。

 

(3)　キャッシュ・フローの状況の分析

当第２四半期連結累計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前第２四半期連結累計期

間末より366百万円増加し、5,398百万円（前年同四半期比7.3％増）となりました。

当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。　

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期連結累計期間における営業活動の結果得られたキャッシュ・フロー（以下、「営業キャッシュ・フ

ロー」という。）は、140百万円の収入となりました（前年同四半期は348百万円の収入）。営業キャッシュ・フローが

前年同四半期より207百万円減少していますが、その要因は前年同四半期より、営業利益が58百万円増加したものの、

退職金の支払額の増加60百万円、消費税の確定・予定納付の増加156百万円、未収入金の増加33百万円等により、営業

キャッシュ・フローが減少したことに因ります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期連結累計期間における投資活動の結果得られたキャッシュ・フロー（以下、「投資キャッシュ・フ

ロー」という。）は、29百万円の収入となりました（前年同四半期は248百万円の支出）。投資キャッシュ・フローが

29百万円の収入となった要因は、旧事業所に係る固定資産の売却による収入17百万円、生命保険契約の一部解約に伴う

収入40百万円、設備投資による支出19百万円等に因るものです。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期連結累計期間における財務活動の結果使用したキャッシュ・フローは、64百万円の支出となりました

（前年同四半期は198百万円の収入）。これは、社債の償還による支出30百万円、配当金の支払いによる支出39百万円

等に因るものです。
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(4)　事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき事業上及び財務上の課題について、重要な変更及び

新たに生じた課題はありません。

 

(5)　研究開発活動

該当事項はありません。

 

(6)　連結業績予想に関する定性的情報

当社は、平成27年４月30日に公表しました業績予想を、平成27年10月23日に修正しております。詳しくは、同日公表

の「業績予想の修正に関するお知らせ」をご参照ください。なお、業績予想につきましては、当社が現在入手している

情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等はさまざまな要因により大きく異なる可能

性があります。

 

平成28年３月期の連結業績予想 (平成27年４月１日～平成28年３月31日)

 売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

 百万円 百万円 百万円 百万円 円　 　銭

通期 6,250 790 805 480 84　　10

（参考）前期実績
5,991 796 803 455 80　　79

（平成27年３月期）
 　
 

(7)　設備投資計画

該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 20,000,000

計 20,000,000
 

 

 
 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成27年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成27年10月30日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 5,712,000 5,712,000

東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
(スタンダード)

単元株式数は100株
であります。

計 5,712,000 5,712,000 － －
 

 

 
(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
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(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

　平成27年７月１日～
　平成27年９月30日     

12 5,712 2,100 481,860 2,100 333,777

 

（注）　新株予約権（ストック・オプション）の権利行使による増加であります。

 

 

(6) 【大株主の状況】

  平成27年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

山下　孝一 東京都品川区 2,040,778 35.73

山下　明子 東京都品川区 1,378,924 24.14

コスモ従業員持株会 東京都品川区西五反田二丁目11番17号 405,500 7.10

BNY GCM CLIENT ACCOUNT JPRD AC
ISG (FE-AC)
（常任代理人株式会社三菱東京UFJ
銀行）

133 FLEET STREET LONDON 　EC4A 2BB,UK
（東京都千代田区丸の内二丁目７番１号）

206,500 3.62

株式会社リンクアンドモチベーショ
ン

東京都中央区銀座三丁目７番３号 114,000 2.00

藍澤證券株式会社 東京都中央区日本橋一丁目20番３号 104,000 1.82

東京中小企業投資育成株式会社 東京都渋谷区渋谷三丁目29番22号 100,000 1.75

広田　照彰 千葉県松戸市 98,590 1.73

コスモ共栄会 東京都品川区西五反田二丁目11番17号 65,200 1.14

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内一丁目１番２号 56,000 0.98

計 － 4,569,492 80.00
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

　　平成27年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）
(自己保有株式)

普通株式

 

500
― ―

完全議決権株式（その他）
普通株式

 
 

5,710,000
57,100 単元株式数は100株

単元未満株式
普通株式

 
 

1,500
― １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数  5,712,000 ― ―

総株主の議決権 ― 57,100 ―
 

 

② 【自己株式等】

　　平成27年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

(自己保有株式)

幼児活動研究会株式会社
東京都品川区西五反田
二丁目11番17号

500 ― 500 0.01

計 ― 500 ― 500 0.01
 

 

２ 【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府

令第64号。)に基づいて作成しております。

  

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成27年７月１日から平成

27年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成27年４月１日から平成27年９月30日まで)に係る四半期連結財

務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成27年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 4,089,511 4,194,720

  売掛金 175,967 148,975

  有価証券 1,403,358 1,403,673

  商品 1,866 2,433

  貯蔵品 1,042 1,755

  繰延税金資産 93,057 87,903

  その他 39,099 85,431

  貸倒引当金 △1,352 △1,325

  流動資産合計 5,802,551 5,923,567

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 88,749 82,013

   工具、器具及び備品（純額） 42,033 43,873

   土地 249,634 236,334

   有形固定資産合計 380,417 362,221

  無形固定資産 103,778 91,000

  投資その他の資産   

   投資有価証券 371,832 316,209

   保険積立金 309,159 276,028

   繰延税金資産 330,530 348,233

   投資不動産（純額） 82,100 82,100

   その他 74,649 72,580

   投資その他の資産合計 1,168,271 1,095,151

  固定資産合計 1,652,467 1,548,373

 資産合計 7,455,019 7,471,940

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 111,379 96,856

  1年内償還予定の社債 60,000 60,000

  未払金 115,417 58,059

  未払費用 34,711 34,219

  未払法人税等 223,684 164,865

  前受金 253,568 350,860

  賞与引当金 200,367 210,182

  その他 199,284 101,665

  流動負債合計 1,198,412 1,076,709
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成27年９月30日)

 固定負債   

  社債 360,000 330,000

  役員退職慰労引当金 276,409 248,580

  退職給付に係る負債 1,186,252 1,218,567

  固定負債合計 1,822,662 1,797,148

 負債合計 3,021,074 2,873,857

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 479,760 481,860

  資本剰余金 331,677 333,777

  利益剰余金 3,476,700 3,672,466

  自己株式 △241 △241

  株主資本合計 4,287,896 4,487,861

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 147,046 109,541

  退職給付に係る調整累計額 △998 679

  その他の包括利益累計額合計 146,048 110,221

 純資産合計 4,433,944 4,598,083

負債純資産合計 7,455,019 7,471,940
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年９月30日)

売上高 2,891,875 3,053,236

売上原価 2,079,436 2,168,975

売上総利益 812,439 884,260

販売費及び一般管理費 ※1  489,178 ※1  502,437

営業利益 323,260 381,822

営業外収益   

 受取利息 174 331

 受取配当金 7,024 10,969

 受取手数料 2,988 1,467

 その他 1,548 1,457

 営業外収益合計 11,735 14,226

営業外費用   

 支払利息 1,889 2,110

 社債発行費 6,774 －

 その他 662 686

 営業外費用合計 9,326 2,797

経常利益 325,669 393,252

特別利益   

 固定資産売却益 1,982 959

 特別利益合計 1,982 959

特別損失   

 保険解約損 － 2,059

 特別損失合計 － 2,059

税金等調整前四半期純利益 327,652 392,151

法人税、住民税及び事業税 181,065 151,721

法人税等調整額 △39,309 4,767

法人税等合計 141,755 156,489

四半期純利益 185,896 235,661

親会社株主に帰属する四半期純利益 185,896 235,661
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年９月30日)

四半期純利益 185,896 235,661

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △43,114 △37,505

 退職給付に係る調整額 5,400 1,678

 その他の包括利益合計 △37,713 △35,827

四半期包括利益 148,182 199,834

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 148,182 199,834

 非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前四半期純利益 327,652 392,151

 減価償却費 31,168 33,914

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △423 △26

 受取利息及び受取配当金 △7,198 △11,301

 支払利息 1,889 2,110

 固定資産売却損益（△は益） △1,982 △959

 保険解約損益（△は益） － 2,059

 売上債権の増減額（△は増加） 11,556 26,992

 商品の増減額（△は増加） △271 △567

 貯蔵品の増減額（△は増加） 5,789 △712

 その他の流動資産の増減額（△は増加） △8,155 △46,332

 仕入債務の増減額（△は減少） △14,749 △14,522

 賞与引当金の増減額（△は減少） 57,582 9,815

 役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 3,602 △27,828

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 64,868 34,793

 前受金の増減額（△は減少） 92,752 97,292

 未払消費税等の増減額（△は減少） 51,327 △99,572

 その他の流動負債の増減額（△は減少） △57,831 △50,281

 その他 970 1,365

 小計 558,546 348,391

 利息及び配当金の受取額 7,198 11,301

 利息の支払額 △1,111 △2,110

 法人税等の支払額 △216,416 △216,683

 営業活動によるキャッシュ・フロー 348,216 140,899

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の純増減額（△は増加） △200,000 －

 有形固定資産の取得による支出 △15,106 △15,046

 有形固定資産の売却による収入 13,986 17,684

 無形固定資産の取得による支出 △37,526 △4,803

 保険積立金の払戻による収入 － 40,162

 その他 △9,625 △8,472

 投資活動によるキャッシュ・フロー △248,271 29,523

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 長期借入金の返済による支出 △36,000 －

 社債の発行による収入 300,000 －

 社債の償還による支出 △30,000 △30,000

 新株予約権の行使による株式の発行による収入 3,500 4,200

 配当金の支払額 △39,109 △39,099

 財務活動によるキャッシュ・フロー 198,390 △64,899

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 298,335 105,523

現金及び現金同等物の期首残高 4,733,092 5,292,870

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１  5,031,427 ※１  5,398,393
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

 

当第２四半期連結会計期間
(自　平成27年７月１日　至　平成27年９月30日)

該当事項はありません。
 

 

 

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

 
当第２四半期連結累計期間

(自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日)

(1) 連結の範囲の重要な変更

該当事項はありません。

(2) 持分法適用の範囲の重要な変更

該当事項はありません。
 

 

 

(会計方針の変更等)

 
当第２四半期連結累計期間

(自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日)

（企業結合に関する会計基準等の適用）

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）、「連結財務諸表に関する会計基

準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　

平成25年９月13日）等を、第１四半期連結会計期間から適用し、四半期純利益等の表示の変更を行っておりま

す。当該表示の変更を反映させるため、前第２四半期連結累計期間及び前連結会計年度については、四半期連結

財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。
 

　

 
(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

 

当第２四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日　至　平成27年９月30日)

該当事項はありません。
 

 

 

EDINET提出書類

幼児活動研究会株式会社(E05691)

四半期報告書

15/20



 

(四半期連結損益計算書関係)

※１  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日)

広告宣伝費 53,634千円 56,037千円

役員報酬 82,491 〃 82,041 〃

従業員給料 63,330 〃 60,955 〃

賞与引当金繰入額 14,508 〃 11,024 〃

退職給付費用 4,376 〃 4,107 〃

役員退職慰労引当金繰入額 3,602 〃 3,060 〃

法定福利費 17,721 〃 17,331 〃

旅費及び交通費 14,094 〃 11,452 〃

不動産関係費 59,061 〃 70,941 〃

支払派遣料 14,247 〃 11,023 〃
 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のと

おりであります。

 

前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日)

 

現金及び預金 3,828,392千円

有価証券 1,403,034千円

計 5,231,427千円

預入期間が３か月超の定期預金 △200,000千円

現金及び現金同等物 5,031,427千円
 

 

現金及び預金 4,194,720千円

有価証券 1,403,673千円

計 5,598,393千円

預入期間が３か月超の定期預金 △200,000千円

現金及び現金同等物 5,398,393千円
 

 

 

 
(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月24日
定時株主総会

普通株式 39,182 ７ 平成26年３月31日 平成26年６月25日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末

日後となるもの

該当事項はありません。

 

当第２四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月23日
定時株主総会

普通株式 39,896 ７ 平成27年３月31日 平成27年６月24日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末

日後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

  (単位：千円)

 

報告セグメント
調整額
(注)１

四半期連結損益
計算書計上額

(注)２幼児体育指導
関連事業

コンサルティング
関連事業

計

売上高      

  外部顧客への売上高 2,701,265 190,609 2,891,875 － 2,891,875

 セグメント間の内部
 売上高又は振替高

7,124 19,093 26,217 (26,217) －

計 2,708,390 209,702 2,918,093 (26,217) 2,891,875

セグメント利益 280,327 40,532 320,860 2,400 323,260
 

(注)１.セグメント利益の調整額には、セグメント間取引消去2,400千円が含まれております。　

　　２.セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

  (単位：千円)

 

報告セグメント
調整額
(注)１

四半期連結損益
計算書計上額

(注)２幼児体育指導
関連事業

コンサルティング
関連事業

計

売上高      

  外部顧客への売上高 2,862,581 190,654 3,053,236 － 3,053,236

 セグメント間の内部
 売上高又は振替高

7,898 2,924 10,823 (10,823) －

計 2,870,480 193,578 3,064,059 (10,823) 3,053,236

セグメント利益 339,745 37,875 377,621 4,201 381,822
 

(注)１.セグメント利益の調整額には、セグメント間取引消去4,201千円が含まれております。　

　　２.セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

 

項目
前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日)

(1) １株当たり四半期純利益金額 33円17銭 41円32銭

    (算定上の基礎)   

   親会社株主に帰属する四半期純利益金額(千円) 185,896 235,661

   普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

   普通株式に係る親会社株主に帰属する
   四半期純利益金額(千円)

185,896 235,661

   普通株式の期中平均株式数(千株) 5,604 5,702

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 32円04銭 40円45銭

    (算定上の基礎)   

   親会社株主に帰属する四半期純利益調整額(千円) ― ―

   普通株式増加数(千株) 196 123

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た
り四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、
前連結会計年度末から重要な変動があったものの概要

― ―

 

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

 

平成27年10月30日

幼児活動研究会株式会社

取締役会  御中

 

有限責任監査法人トーマツ
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員　　
 公認会計士   向   　　　眞　　生   印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   木   村   尚   子   印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている幼児活動研究会

株式会社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成27年７月１日か

ら平成27年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成27年４月１日から平成27年９月30日まで)に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、幼児活動研究会株式会社及び連結子会社の平成27年９月30日現在

の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表

示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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